
 
内部統制システム構築の基本方針 

 

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

① 当社は、コンプライアンス及びリスク管理を全社的に取組むための組織として、「内

部統制推進委員会」を設置する。本委員会は、「内部統制推進委員会運営規程」の定め

るところにより、コンプライアンス及びリスク管理を運営・推進する。また内部監査

部門として社長直轄組織の「内部統制推進室」を設置する。 

②「企業倫理行動指針」、「コンプライアンス規程」を制定し、取締役及び使用人が法令

及び定款に適合した行動をとるための守るべき行動基準を明確にする。 

③ 「コンプライアンス宣言」や前項の指針、規程並びに取締役及び使用人が遵守しなけ

ればならない主要法令等を掲載した「コンプライアンスハンドブック」を作成・配布

し、取締役及び使用人への教育・研修を実施する。 

④ 法令等違反に関する相談・通報を受付ける内部通報制度として内部通報規程を定め、

社内窓口として内部統制推進室に「コンプライアンス相談室」を設置するほか、社外

に外部通報窓口を設置する。 

⑤ コンプライアンス確保のため、内部統制推進室による内部監査を、定期的に実施する。 

⑥ 暴力団等反社会的勢力や団体に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断

し排除する体制を整備して適切に対応する。 

 

２． 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

① 当社は、情報に関する体制整備策として、取締役の職務執行・意思決定に係る情報は、

各種議事録及び決裁書類等の文書等により保存するものとし、それら文書等の保存期

間その他の管理方法については、法令及び「取締役会規則」、「経営会議規則」、「文書

取扱規程」等の社内規則の定めるところによる。 

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① リスク管理に関する体制を整備するため、「リスク管理規程」を制定する。また、会

社が緊急事態に直面した場合の対応方法については、「緊急事態対応要領」の定める

ところにより、社長を本部長とする対策本部を設置し対応する。 

② 受注案件等を審査する機関として「審査委員会」を設置し、受注リスクの防止・低減

に努める。 

③ 電子情報・情報システム等の利用に関しては、情報漏洩・不正使用等を防止するため、

取締役及び使用人の遵守事項を定めた「セキュリティポリシー」により情報管理体制

を整備する。 

 

４． 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、取締役会を

毎月 1 回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。 

② 取締役及び使用人の職務権限・役割分担及び重要事項決裁基準の明確化を通しての効

率的な業務執行については、「職制分掌規程」、「稟議等決裁基準規程」の定めるところ



による。 

③ 「執行役員制度」の導入により、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、

取締役会機能の強化と、経営効率の向上を図る。 

④ 取締役・執行役員等によって構成される「経営会議」を設置し、業務執行に関する個

別の経営課題について協議・決定できる体制とする。 

 

５． 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

① 当社は、子会社における業務の適正を確保するため、当社の「企業倫理行動指針」や

「コンプライアンス規程」、「内部通報規程」等を子会社に準用するほか、「コンプライ

アンスハンドブック」の子会社への配布、コンプライアンス教育の実施等、当社に準

じたコンプライアンス体制を構築、運用する。 

② 当社は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社における重要事項の決定に関して、

当社への事前協議、報告を求めるほか、必要に応じて当社の役員又は使用人を子会社

の取締役又は監査役として派遣し、適切な監督、監査を行う。 

③ 子会社の業績、資金状況その他重要な事項については、「関係会社管理規程」に従い

当社への報告事項とする。 

④ 当社は、子会社に対し、必要に応じて、コンプライアンス担当部署を設置させる。 

⑤ 内部統制推進室は、子会社の業務執行の適法性、効率性に関する監査を定期又は臨時

に実施する。 

 

6. 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役(監査等

委員である取締役を除く。)からの独立性に関する事項並びに監査等委員会の当該使用人

に対する指示の実効性の確保に関する事項 

① 当社は、監査等委員会が実効的な監査を行なうため、監査等委員会の職務を補助する

使用人を内部統制推進室に配置する。 

② 上記補助使用人の人事異動、人事評価については、監査等委員会の同意を必要とする。 

③ 上記補助使用人は、監査等委員会に係る業務を優先して従事する。 

④ 監査等委員会は、必要に応じて、内部統制推進室に対して具体的な指示を行うこと

ができる。指示を受けた内部統制推進室は、その指示の実行に際して取締役(監査等

委員である取締役を除く。)の指揮命令を受けない。 

 

７．当社の取締役(監査等委員である取締役を除く。)及び使用人並びに子会社の取締役、監

査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会に報告するための

体制その他の監査等委員会への報告に関する体制 

① 当社の取締役(監査等委員である取締役を除く。)及び使用人並びに子会社の取締役、

監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、会社の業務又は業績に影響

を与える重要な事項について、直ちに当社の監査等委員会に報告する。 

② 当社の取締役(監査等委員である取締役を除く。)は、取締役会において定期的に業

務執行状況等を報告するとともに、必要に応じて、監査等委員会に対し監査等委員会

の監査等に必要な事項を報告する。 

③ 監査等委員会は、当社の取締役(監査等委員である取締役を除く。)及び使用人並びに



子会社の取締役、監査役及び使用人に対して職務の執行等に関し報告を求めることが

できるものとする。 

④ 監査等委員は、当社の取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把

握するため、経営会議等の重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務

執行に関する重要な文書を閲覧し、いつでも取締役(監査等委員である取締役を除く。)

及び使用人に、その説明を求めることができるものとする。 

⑤ 監査等委員は、内部統制システムの運営・推進状況を監視するため、「内部統制推進

委員会」に出席するとともに、「コンプライアンス相談室」に対し、内部通報状況等の

報告を求めることができるものとする。 

 

８．監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな

いことを確保するための体制 

① 当社は、監査等委員会へ報告した者に対して、当該報告をしたことを理由として、不

利な取扱いを受けることがないよう、当社の取締役(監査等委員である取締役を除く。)

及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人に周知徹底する。 

 

９．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務

の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

① 当社は、監査等委員がその職務の執行について、会社法第３９９条の２第４項に基づ

く費用の前払等の請求をしたときは、当該監査等委員の職務に必要であると認められ

る費用又は債務を負担する。 

 

10． その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 代表取締役社長は、監査等委員会と定期的に意見交換の場を持ち、コンプライアンス

面や内部統制の整備状況等について意見を交換し、相互の意思疎通を図る。 

② 内部統制推進室は、監査等委員会と定期的に情報交換の場を持ち、監査方針及び監査

計画等について監査等委員会と協議するほか、内部監査結果について適時報告するな

ど緊密な連携を保持する。 

以上 

 


